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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第66期

第３四半期
連結累計期間

第67期
第３四半期
連結累計期間

第66期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 125,766 145,121 181,764

営業利益 (百万円) 14,493 20,660 21,140

経常利益 (百万円) 15,425 21,877 21,642

四半期(当期)純利益 (百万円) 10,401 14,546 14,410

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 13,450 15,209 19,435

純資産額 (百万円) 97,951 114,869 102,965

総資産額 (百万円) 196,010 232,983 198,944

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 82.05 114.80 113.68

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 49.6 49.0 51.3
 

　

回次
第66期

第３四半期
連結会計期間

第67期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 24.00 42.85
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判

断したものであります。

 

(１) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や設備投資はおおむね横ばいのなか、消費税率引上

げの反動が和らぎ、個人消費や生産に持ち直しの動きがみられるなど、景気は緩やかな回復基調で推移しました。

米国経済は回復基調、欧州経済は不安定、新興国の一部では減速の動きが強まりました。また、足許では、原油価

格が急落するなど不透明感が増しております。

 

私どもの業界は、国内では、復旧復興・防災減災・インフラ老朽化対策等による稼働率上昇がクレーンの不足感

を喚起し、料金の改善、東京オリンピック招致によるマインドの改善を背景に、需要は増加しました。海外では、

地域毎に需要のばらつきが見られ、北米・豪州が減少、中東が横ばい、欧州・アジアが増加し、全体としては減少

しました。

 

国内売上高は、建設用クレーン・車両搭載型クレーン・高所作業車が揃って増加し、670億７千万円（前年同期

比120.7％）となりました。海外売上高は、大型製品の拡販とプラント・インフラ関連需要の取り込みに注力し、

780億５千１百万円（前年同期比111.2％）となりました。この結果、総売上高は1,451億２千１百万円（前年同期

比115.4％）となりました。なお、海外売上高比率は53.8％となりました。

　経常利益は、売上増加、販売価格の維持改善、原価低減や為替影響等により、218億７千７百万円（前年同期比

141.8％）となりました。四半期純利益は145億４千６百万円（前年同期比139.8％）となりました。
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　セグメント別の業績は次のとおりであります。

①日本

　建設用クレーン・車両搭載型クレーン・高所作業車の売上が揃って増加し、売上高は1,141億９千６百万

円（前年同期比116.0％）となり、営業利益は170億３千６百万円（前年同期比135.0％）となりました。

②欧州

欧州域内・域外への建設用クレーンの拡販に注力し、売上高は347億７千６百万円（前年同期比115.9％）

となり、営業利益は21億９千１百万円（前年同期比204.9％）となりました。

③米州

　建設用クレーンの需要が減少したものの、拡販に注力し、売上高は257億９千４百万円（前年同期比

114.0％）となりました。営業利益は、移転価格税制の事前確認制度（ＡＰＡ）による調整もあり、15億８

千５百万円（前年同期比83.6％）となりました。

④その他

　建設用クレーンの拡販に注力したものの、需要の減少を受け、売上高は117億８千万円（前年同期比

95.7％）となり、営業利益は４億５千７百万円（前年同期比68.4％）となりました。

　

　主要品目別の業績を示すと、次のとおりであります。

①建設用クレーン

　国内売上は、需要が増加するなか、拡販に注力し、297億３千８百万円（前年同期比133.3％）となりまし

た。

　海外売上は、需要が減少するなか、大型製品の拡販とプラント・インフラ関連需要の取り込みに注力し、

676億８千６百万円（前年同期比113.0％）となりました。

この結果、建設用クレーンの売上高は974億２千５百万円（前年同期比118.5％）となりました。

②車両搭載型クレーン

　国内売上は、トラック需要が増加し、搭載率も高水準で推移したことにより、143億７千１百万円（前年

同期比117.8％）となりました。

海外売上は、８億６千２百万円（前年同期比78.3％）となりました。

この結果、車両搭載型クレーンの売上高は152億３千３百万円（前年同期比114.6％）となりました。

③高所作業車

　需要横ばいのなか、レンタル業界向けの拡販に注力し、高所作業車の売上高は112億９千４百万円（前年

同期比117.8％）となりました。

④その他

　部品、修理、中古車等のその他の売上高は211億６千８百万円（前年同期比102.3％）となりました。

　

(２) 財政状態についての分析

（資産）

　総資産は、前連結会計年度末に比べ340億３千９百万円増加の2,329億８千３百万円となりました。主な要因は、

受取手形及び売掛金の減少50億８千７百万円があったものの、現金及び預金の増加258億２千４百万円やたな卸資

産が110億１千４百万円増加したことによるものです。

　

（負債）

　負債は、前連結会計年度末に比べ221億３千６百万円増加の1,181億１千４百万円となりました。主な要因は、未

払法人税等の減少42億１千８百万円があったものの、支払手形及び買掛金の増加130億５千１百万円や社債の増加

100億円があったことによるものです。

　

（純資産）

　純資産は、前連結会計年度末に比べ119億３百万円増加の1,148億６千９百万円となりました。主な要因は、利益

剰余金の増加115億円があったことによるものです。
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(３) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次

のとおりであります。

 
① 基本方針の内容の概要

当社は、当社の経営方針であります企業価値の最大化に向けて事業活動を推進するに当たっては、当社グループ

の事業活動に関する幅広いノウハウと豊富な経験、並びに国内外の顧客・取引先及び従業員等の全てのステークホ

ルダーとの間に築かれた関係等への理解が不可欠であり、これらに関する十分な理解があってこそ、当社の財務及

び事業の方針の決定を支配する者として、当社グループの企業価値・株主の皆様の共同の利益の最大化に向けた経

営を行うことが可能であると考えております。

　従って、これらに関する十分な理解なしに当社の株式の大規模な買付行為等がなされる場合には、当社の企業価

値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることにならないものと考えております。

　また、大規模な買付行為等の中には、買収目的等からみて、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に対し明

白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に事実上、株式売却を強要するおそれがあるもの、当社の取締役会や株主の

皆様が買付の条件・方法等について検討し、あるいは当社の取締役会が、代替案を提示するための十分な時間や情

報を提供しないもの等、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることにならないものも存

在する可能性があります。

　当社は、このような企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることにならない大規模な買付行為

等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考えております。

 

② 基本方針の実現に資する取組みの概要

　当社グループは、平成26年度（14年度）を初年度とする『中期経営計画（14－16）』において、「『強い会社』

に」を中期経営計画の基本方針として、以下の３つの重点テーマ実現のために７つの戦略に取組んでまいります。

　『強い会社』とは、いかなる外部環境にあろうとも、「利益を出す」「人を育てる」を毎期継続することができ

る会社と考えております。

・３つの重点テーマ

「更なるグローバル化」・「耐性アップ」・「競争力強化」

・７つの戦略

1）基幹市場の拡充と戦略市場の拡大

　(注：基幹市場＝日本・欧州・北米、戦略市場＝基幹市場以外の市場)

2）№１商品の提供とラインナップの充実

3）グローバル＆フレキシブルものづくりへの取り組み

4）感動品質、感動サービスの提供

5）ライフサイクル価値の向上

6）収益力のレベルアップ

7）グループ＆グローバル経営基盤の強化

　また、コーポレート・ガバナンスにつきましては、経営の透明性・健全性・効率性を確保するための経営の重要

課題の一つとして位置付けております。

　当社では、執行役員制度を導入し、少数の取締役によって、グループ全体の視点に立った迅速な意思決定を行

い、取締役相互の監視と執行役員の業務執行の監督を行っております。

　監査役は、重要な会議に出席するとともに、代表取締役社長及び会計監査人と各々定期的に意見交換会を開催し

ております。　
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さらに、企業としての社会的責任を果たすため、ＣＳＲ委員会（委員長：代表取締役社長）を設置し、その課題

解決推進組織となる「リスク委員会」「コンプライアンス委員会」「環境委員会」「製品安全委員会」「人財育成

委員会」「安全衛生委員会」を通じ、経営の透明性と健全性を継続的に高め、業務リスクの軽減と業務品質向上を

図る取組みを行っております。

 
③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が決定されることを防止するための取組み

の概要

　当社取締役会は、大量の当社の株式の買付行為等が行われる場合に、不適切な買付行為等でないかどうかを株主

の皆様がご判断するために必要な情報や時間を確保し、当社取締役会が株主の皆様のために買付者と交渉を行うこ

と等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に反する買付行為等を抑止する為の枠組

み（以下「本対応方針」といいます。）が必要であるとの結論に至りました。

　当社株式の大規模買付行為等が行われる場合、大規模買付者に対して、当該大規模買付行為等に関する必要な情

報の事前の提供及びその内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求めるために、当社株式の大規模買付行為等に

関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定し、大規模買付者に対して大規模買付ルールの遵

守を求めます。

　そして、(ⅰ)大規模買付者がこの大規模買付ルールを遵守しない場合、あるいは(ⅱ)遵守した場合でも、大規模

買付行為等が当社に回復し難い損害を与える等、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を著しく損なうもので

あると明白に認められると判断される場合には、当社取締役会は、例外的に、当社の企業価値・株主の皆様の共同

の利益を守ることを目的として、必要かつ相当な対抗措置の発動を決議することができるものとします。

　大規模買付行為等に対する対抗措置としては、新株予約権無償割当てその他法令又は当社の定款において当社取

締役会の権限として認められているものの中から、その時々の状況に応じて適切なものを選択するものとします。

 

④ 上記の各取組みに関する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

a．基本方針の実現に資する取組み(上記②の取組み)について

　上記②に記載した諸施策は、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させるための具体的方策

として策定されたものであり、まさに基本方針の実現に資するものであります。

　従って、これらの各施策は、基本方針に沿うものであり、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を損なうも

のではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

b．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が決定されることを防止するための取組み

　(上記③の取組み)について

（a）当該取組みが基本方針に沿うものであること

　本対応方針は、上記③に記載のとおり、大規模買付行為等が行われた際に、当該大規模買付行為等が不適切

な買付行為等でないかどうかを株主の皆様及び当社取締役会が判断するために必要な情報及びその内容の評

価・検討等に必要な期間を確保し、当社取締役会が株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可

能とすることで、企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させるための枠組みであり、基本方針に

沿うものです。

（b）当該取組みが当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を

目的とするものではないこと

　当社は、以下の理由により、本対応方針は当社株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社

の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

 
１) 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

　本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（(ⅰ)企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原

則、(ⅱ)事前開示・株主意思の原則、(ⅲ)必要性・相当性確保の原則）を充足しております。また、本対応方

針は、企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」

その他買収防衛策に関する議論等を踏まえた内容となっております。
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２) 株主意思を重視するものであること

　本対応方針に関する株主の様のご意思を確認させていただくため、本対応方針の継続の可否について、平成

26年６月25日開催の第66回定時株主総会において株主の皆様に議案としてお諮りし、株主の皆様のご承認を得

て、平成29年６月開催予定の定時株主総会の終結の時まで３年間有効期間を延長しております。

　加えて、本対応方針の有効期間の満了前であっても、当社株主総会又は当社取締役会において本対応方針を

変更又は廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で変更又は廃止されることになり、株

主の皆様の意向が反映されるものとなっております。

　なお、当社取締役会の決議による本対応方針の変更又は廃止は、関係法令・規則等の改正・整備等を踏ま

え、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、平成26年６月25日開催の定時株主総会における本対応方針の

承認決議の趣旨に反しない範囲でなされる場合に限ります。

３) 独立性の高い社外者の判断を重視していること

　当社は、本対応方針の導入に当たり、大規模買付ルールを遵守して一連の手続が進行されたか否か、及び、

大規模買付ルールが遵守された場合に当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し又は向上させるため

に必要かつ相当と考えられる一定の対抗措置を講じるか否かについては、当社取締役会が最終的な判断を行い

ますが、その判断の合理性、公正性を担保するために、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を

設置し、その勧告を最大限尊重するものといたします。

　独立委員会は、社外取締役、社外監査役又は社外有識者（弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資

銀行業務に精通している者又は取締役、執行役若しくは監査役として経験のある社外者等をいいます。）の中

から、当社取締役会が選任する３名以上の委員から構成されます。

　実際に大規模買付行為等がなされた場合には、独立委員会が、独立委員会規則に従い、当該大規模買付行為

等が当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を著しく損なうものであると明白に認められるか否かを検討

し、当該大規模買付行為等に対して対抗措置を発動すべきか否かについて、取締役会に勧告します。当社取締

役会は、その勧告を最大限尊重して対抗措置を発動するか否かを決定します。独立委員会の勧告の概要及び判

断の理由等については適時に株主の皆様に公表いたします。

　このように、独立性の高い独立委員会により、当社取締役会が恣意的に対抗措置の発動を行うことのないよ

う厳しく監視することによって、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に資するよう本対応方針の運用が

行われる仕組みが確保されております。

４) 合理的かつ客観的な対抗措置発動要件を設定していること

　本対応方針においては、大規模買付行為等に対する対抗措置は合理的かつ客観的な要件が充足されなければ

発動されないように設計されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されて

おります。

５) 外部専門家の意見を取得すること

　大規模買付者による大規模買付行為等が行われた場合、独立委員会は、当社の費用で、当社の業務執行を行

う経営陣から独立した外部専門家の助言を得ることができます。これにより、独立委員会の勧告を最大限尊重

してなされる当社取締役会の判断の公正さ、客観性がより強く担保される仕組みとなっております。

６) デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと

　本対応方針は、有効期間の満了前であっても、当社株主総会又は当社取締役会における本対応方針を変更又

は廃止する旨の決議により、いつでも変更又は廃止することができるものとされております。従って、本対応

方針は、いわゆるデッドハンド型の買収防衛策（取締役の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止で

きない買収防衛策）ではありません。また、当社は取締役の期差任期制を採用していないため、本対応方針は

スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止する

のに時間を要する買収防衛策）でもありません。なお、取締役解任決議要件につきましても、特別決議を要件

とするような決議要件の加重をしておりません。

 
(４) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は35億５千４百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 129,500,355 129,500,355
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株であります。

計 129,500,355 129,500,355 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

― 129,500 ― 13,021 ― 16,913
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,800,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

125,642,000
125,642 ―

単元未満株式
普通株式

1,058,355
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 129,500,355 ― ―

総株主の議決権 ― 125,642 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が200株及び当社所有の自己株式870株が含ま

れております。

 

② 【自己株式等】

  平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社タダノ

香川県高松市新田町
甲34番地

2,800,000 ― 2,800,000 2.16

計 ― 2,800,000 ― 2,800,000 2.16
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 48,365 74,189

  受取手形及び売掛金 ※2  48,259 ※2,※3  43,172

  商品及び製品 20,498 27,963

  仕掛品 15,914 18,220

  原材料及び貯蔵品 9,555 10,798

  繰延税金資産 3,950 3,676

  その他 4,422 4,858

  貸倒引当金 △298 △249

  流動資産合計 150,668 182,629

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 10,257 10,462

   機械装置及び運搬具（純額） 3,005 2,944

   土地 20,245 20,209

   リース資産（純額） 484 440

   建設仮勘定 989 1,745

   その他（純額） 1,876 1,890

   有形固定資産合計 36,859 37,693

  無形固定資産 857 1,174

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,038 7,907

   繰延税金資産 1,157 1,209

   その他 3,279 3,314

   貸倒引当金 △916 △944

   投資その他の資産合計 10,559 11,486

  固定資産合計 48,275 50,354

 資産合計 198,944 232,983
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 30,036 ※3  43,088

  短期借入金 7,795 8,521

  リース債務 229 225

  1年内償還予定の社債 20,000 20,000

  未払法人税等 7,651 3,433

  引当金 1,772 1,837

  未払金 4,469 4,498

  割賦利益繰延 117 145

  その他 3,971 5,480

  流動負債合計 76,042 87,229

 固定負債   

  社債 - 10,000

  長期借入金 9,765 10,482

  リース債務 443 357

  繰延税金負債 155 115

  再評価に係る繰延税金負債 2,455 2,455

  退職給付に係る負債 6,593 6,962

  その他 523 512

  固定負債合計 19,936 30,885

 負債合計 95,978 118,114

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,021 13,021

  資本剰余金 16,848 16,849

  利益剰余金 73,074 84,575

  自己株式 △2,489 △2,570

  株主資本合計 100,454 111,875

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,745 2,315

  土地再評価差額金 874 874

  為替換算調整勘定 7 △43

  退職給付に係る調整累計額 △955 △860

  その他の包括利益累計額合計 1,671 2,285

 少数株主持分 839 707

 純資産合計 102,965 114,869

負債純資産合計 198,944 232,983
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 125,766 145,121

売上原価 91,337 102,722

割賦販売利益繰延前売上総利益 34,429 42,399

 割賦販売未実現利益戻入額 128 81

 割賦販売未実現利益繰入額 68 109

売上総利益 34,488 42,371

販売費及び一般管理費   

 荷造運搬費 2,790 3,067

 広告宣伝費 285 277

 製品保証引当金繰入額 610 739

 貸倒引当金繰入額 477 75

 人件費 6,787 7,635

 退職給付費用 397 347

 旅費及び交通費 622 698

 減価償却費 502 541

 研究開発費 3,242 3,554

 その他 4,278 4,774

 販売費及び一般管理費合計 19,995 21,711

営業利益 14,493 20,660

営業外収益   

 受取利息 78 128

 割賦販売受取利息 27 11

 受取配当金 126 146

 為替差益 1,092 1,375

 その他 127 136

 営業外収益合計 1,451 1,797

営業外費用   

 支払利息 401 459

 その他 118 121

 営業外費用合計 519 580

経常利益 15,425 21,877

特別利益   

 固定資産売却益 2 10

 関係会社清算益 - 18

 特別利益合計 2 29

特別損失   

 固定資産除売却損 114 36

 会員権評価損 - 3

 特別損失合計 114 39

税金等調整前四半期純利益 15,313 21,867

法人税、住民税及び事業税 5,551 7,255

法人税等調整額 △610 30

法人税等合計 4,940 7,285

少数株主損益調整前四半期純利益 10,372 14,582

少数株主利益又は少数株主損失（△） △29 35

四半期純利益 10,401 14,546
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 10,372 14,582

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 418 570

 為替換算調整勘定 2,659 △37

 退職給付に係る調整額 - 94

 その他の包括利益合計 3,077 627

四半期包括利益 13,450 15,209

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 13,415 15,160

 少数株主に係る四半期包括利益 35 49
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従

業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金

額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３

四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が588百万円増加し、利益剰余金が384百

万円減少しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益への影響は軽微であります。

 
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　保証債務

　　　当社顧客の提携リース会社等からのファイナンスに対する保証

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
 

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

 

㈱小川建機 483百万円  ㈱小川建機 613百万円  

㈱サイガ 354 〃  ㈱サイガ 314 〃  

㈱オートレント 299 〃  ㈱オートレント 299 〃  

その他226社 4,502 〃  その他212社 4,036 〃  

　合計 5,640百万円  　合計 5,264百万円  
 

 

※２　受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形裏書譲渡高 200百万円 77百万円
 

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形 ― 1,191百万円

支払手形 　　― 1,137 〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 1,703百万円 1,867百万円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 887 7.00 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金

平成25年10月29日
取締役会

普通株式 1,140 9.00 平成25年９月30日 平成25年12月４日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,267 10.00 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

平成26年10月30日
取締役会

普通株式 1,393 11.00 平成26年９月30日 平成26年12月４日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注)1

合計
 

調整額
（注)2

四半期連結
損益計算書
計上額
（注)3日本 欧州 米州 計

売上高         

  外部顧客への売上高 73,736 17,419 22,536 113,692 12,074 125,766 － 125,766

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

24,668 12,590 80 37,339 232 37,572 △37,572 －

計 98,404 30,010 22,617 151,032 12,306 163,338 △37,572 125,766

セグメント利益 12,619 1,069 1,896 15,585 669 16,254 △1,761 14,493
 

(注)1　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アジア及びオセアニア等の現地

法人の事業活動を含んでおります。

   2　セグメント利益の調整額には、主なものとして、セグメント間未実現利益調整額△1,795百万円が含まれてお

ります。

   3　セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

　 該当事項はありません。

 

(のれんの金額の重要な変動)

 　重要な変動はありません。

 

(重要な負ののれん発生益)

　 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注)1

合計
 

調整額
（注)2

四半期連結
損益計算書
計上額
（注)3日本 欧州 米州 計

売上高         

  外部顧客への売上高 89,149 18,961 25,465 133,576 11,545 145,121 － 145,121

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

25,047 15,814 328 41,190 235 41,426 △41,426 －

計 114,196 34,776 25,794 174,767 11,780 186,548 △41,426 145,121

セグメント利益 17,036 2,191 1,585 20,813 457 21,271 △611 20,660
 

(注)1　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アジア及びオセアニア等の現地

法人の事業活動を含んでおります。

   2　セグメント利益の調整額には、主なものとして、セグメント間未実現利益調整額△639百万円が含まれており

ます。

   3　セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

　 該当事項はありません。

 

(のれんの金額の重要な変動)

 　重要な変動はありません。

 

(重要な負ののれん発生益)

　 該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

   会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更した

ことにともない、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しておりますが、当該変

更による当第３四半期連結累計期間のセグメント利益への影響は軽微であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 82円05銭 114円80銭

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益金額(百万円) 10,401 14,546

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 10,401 14,546

   普通株式の期中平均株式数(千株) 126,778 126,705
 

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

第67期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当については、平成26年10月30日開催の取締役会に

おいて、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

①　配当金の総額                              1,393百万円

②　１株当たりの金額      　                 　 11円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成26年12月4日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成27年２月４日

株式会社タダノ

取締役会  御中

 

有限責任監査法人　トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   川   合   弘   泰   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   越   智   慶   太   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タダノ

の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成26

年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タダノ及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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